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FREQUENTLY ASKED QUESTIONS 

Recovery of 
Money - 

訴訟提起日ま
でに生じた利
息と併せて金
額を算出 

 

Movable 
Property - 

訴訟提起日に
おける時価を

考慮 

 

Immovable 
property - 

訴訟提起日に
おける時価を

考慮 

 
Any 

intangible 
right - 

原告が推定し 
た時価を考慮 

 
Counterclai 

m - 

訴訟提起日に
おける市場推
定価格を考慮 

 

 
 

 

2015 年商事裁判所法は、一定の商事紛争を処理するための明確な手続の枠組みを確立し、インドにおけ

る商事紛争の迅速な解決を可能にすることを目的に制定されました。本 FAQ では、インドにおける商事

裁判所の構成および商事紛争処理の手続について、取り扱っています。 

 
1. 商事紛争とは？ 

 
商事紛争には、商文書、商品やサービスの輸出入、海事、航空、インフラ、不動産、フランチャイズ、

流通、ジョイント・ベンチャー、役員、株主、パートナーシップ、知的財産権、保険等、当事者間の 

商取引関係に起因するあらゆる紛争が含まれ、その解釈および裁定が行われます。また、法は、単に 

国家または行政機関が契約当事者であることを理由として、商事紛争として取り扱うことをやめては 

ならないことも明確にしています。 

 
2. 商事裁判所の管轄は？ 

 
商事裁判所は、紛争における特定対象物の価値（特定価値）が 300,000 ルピーあるいは約 4,000 ドル

を超える場合に、その管轄区域内で発生した商事紛争を扱う訴訟または申請を処理するための管轄権

を有します。 

 
3. 商事紛争における特定価値はどのようにして決定されますか？ 

 
特定価値の決定方法は事案毎に様々で、紛争において論点となっている事柄に関連します。 

 

 

 

 

 
4. 法律上、商事裁判所はどのように規定されていますか？ 

 
法は、各州政府は、州の管轄権を有する高等裁判所と協議の上、地方単位で商事裁判所を設置するこ 

とができると規定しています。さらに、州政府は、高等裁判所が本来の民事管轄を行使する場合には、

高等裁判所単位で商事裁判所を設置することができると規定しています。 
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5. 高等裁判所における通常の原始民事管轄権とは？ 

 
インドの多くの高等裁判所は、民事紛争における上訴裁判所として機能しており、下級裁判所からの

上訴を扱っています。しかし，デリー、ムンバイ、コルカタ、マドラス、ヒマーチャル・プラデーシ

ュの 5 つの高等裁判所は，限られた地域を管轄する通常の原始民事管轄権を行使しています。すなわち

、これらの高等裁判所は、新たな民事訴訟等を受理し、裁判所としての判決を行う、第一審管轄権を

有します。 

 
例えば、ムンバイ高等裁判所の第一審管轄権は、1980 年ムンバイ高等裁判所（原裁判所）規則に規

定されている通り、グレーター・ムンバイの地域にまで及び、商事紛争を扱う原始民事管轄権を有し

ています。 

 
6. 訴訟開始前の調停申請は、法律で義務付けられているのですか？ 

 
法において、当事者は、商事裁判所の手続を開始する前に、商事紛争の調停による解決を試みること

が義務付けられています。ただし、紛争を開始した当事者が商事裁判所に暫定的救済を求める場合に

は、不要です。1987 年法務当局法にて規定されています。 

 
7. 調停を開始する際の手続は？ 

 
商事紛争の当事者は、2018 年商事裁判所調停規則の Schedule 1 に規

定されている Form-1 に従い、調停手続への同意申請を当局に提出し

ます。当局は、紛争内容が地域的・金銭的管轄権を有し、商事的性

質を備えたものであると判断できた段階で、相手方当事者に対し、

出廷および調停手続への同意を求める通知を発行します。相手方当

事者が調停に同意した場合、調停人の選任に進みます。相手方が調

停に同意しない場合や、回答の提出がなかった場合、当局はその旨

を調停申請者に通知します。その後、当事者は、商事裁判所に対す

る手続を開始することができるようになります。 

 
8. 調停のプロセスは？ 

 
当局が調停人を任命後、調停人は両当事者と協議の上、調停日時を決定します。調停手続の過程にお

いて、両当事者は調停人に和解案を提出します。当事者は、自身の提案の相手方への開示範囲につい

て、調停人に指示を出すことが可能です。なお、和解案は、口頭または書面のいずれかの形式で相手

方に通知します。当事者間において、双方が合意できる和解案が作成できた場合、和解条件は文書化

され、仲裁判断と同等の効力を持つことになります。 

 
調停プロセスは、当事者が調停を申請した日から 3 ヶ月以内に完了する必要がありますが、必要に応

じて、2 ヶ月間の延長が許可されることもあります。 

 
9. 調停人が遵守すべき法律上の倫理的ガイドラインは？ 

 
調停規則において、調停人は以下のガイドラインを遵守することが定められています。 

http://www.acuitylaw.co.in/


www.acuitylaw.co.in Page 3 of 4 

 

 

FREQUENTLY ASKED QUESTIONS 

a. 調停人は、調停プロセスにおいて誠実性・公平性を維持し、当事者との信頼関係および守秘

義務に忠実でなければならない 

b. 調停人は、調停プロセスの手続的側面について当事者に周知し、適用される法律に則って調

停を実施しなければならない 

c. 調停人は、商事的紛争に関する金銭的またはその他の利害関係について、当事者に開示しな

ければならない 

d. 調停人は、当事者とのコミュニケーションにおいて不適切な行為を行ってはならず、結果の

約束や保証をしてはならない 

e. 調停人は、調停が当事者の自己決定および自発的に合意に達する能力に基づいていることを

認識しなければならない 

f. 調停人は、管轄内における調停の間を除き、当事者またはその代表者/代理人と個人的に会

ったり、連絡を取ったりしてはならない 

g. 調停人は、メディアとの対話、調停中の紛争の詳細の公表、その他商事的紛争の当事者の利

益を害する可能性がある活動をしてはならない 

 
10. 商事裁判所が商事紛争を扱う際の手続は？ 

 
商事裁判所は、1908 年民事訴訟法の下定められた手続に従って、商事紛争の裁定を行うことになっ

ています。商事紛争には、効率的かつ迅速な方法で手続を行うことを目的とした、多くの手続規定が

適用されます。 

 
11. 商事裁判所の裁定に対する上訴手続は、いつ、どのようにして行うのですか？ 

 
地方単位より下の商事裁判所令に対する上訴は、地方単位の商事上訴裁判所に対して行います。地方 

単位の商事裁判所または高等裁判所の商事部門からの命令は、高等裁判所の商事上訴部門に対して行 

います。法は、高等裁判所の商事裁判所または商事部の「決定」から、「判決」または「命令」の日 

から60日以内に、その高等裁判所の商事上訴部に上訴することができると規定しています。法はまた、

商事裁判所の命令に対する上訴を扱う裁判所は，上訴の提起日から6ヶ月以内に上訴を処理するよう  

に努めなければならないと規定しています。 

 

12. 商事上訴裁判所とは？ 

 
商事上訴裁判所は、商事裁判所の命令/判決に起因する上訴を審理します。州政府は、地方および高

等裁判所における商事上訴裁判所を設立します。 

 
13. 商事裁判所での中間命令に対して、民事上の修正申請や申立ては可能ですか？ 

 
法は、商事裁判所で可決された中間命令に対する民事上の修正申請や申立てを禁止しています。管轄

権の問題を含め、商事裁判所の中間命令に起因する一切の不服申立ては、上訴においてのみ提起する

ことができます。 

 
14. データの収集・開示の手続は？ 

 
法は、裁判所が統一された形式で体系的にデータを収集し、公表することを規定しており、詳細は 

2018年商事裁判所統計データ規則において規定されています。この規定は、高等裁判所に対して、提 
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訴された訴訟、申請、上訴、訴状の数に関する統計データを維持し、公表することを義務付けていま

す。 

 

15. 略式判決とは？ 

 

裁判所は、略式判決の手続によって、口頭証拠を記録することなく、商事紛争への裁定を下すことが

可能となります。裁判所は、原告または被告がそれぞれその主張または抗弁において実質的に成功す

る見込みがなく、かつ、裁判所が口頭証拠を記録するためにやむを得ないその他の理由が存在しない

場合に限って、略式判決を下すことができます。 

 

16. ケースマネジメントヒアリングとは？ 

 

当事者が文書の承認または否認の宣誓供述書を提出した後、裁判所は、ケースマネジメントヒアリン

グを経て、裁判実施のタイムラインを確定することが求められます。その過程において、裁判所は、

以下日付の目安を設定します。 

 

a. 証拠の宣誓供述書が当事者によって提出される日 

b. 証人の口頭証拠が裁判所にて記録される日 

c. 書面による弁論が当事者によって裁判所に提出される日 

d. 口頭弁論が裁判所にて対処される日 

e. 口頭弁論に対処するためのタイムリミットの日 

 

裁判所は、ケースマネジメントヒアリングの初日から6ヶ月以内に当事者の弁論を終了させることが

求められます。 

 
免責事項：本資料は、法的な助言・意見を提供するものではなく、情報提供のみを目的とし、本資料に記載の内容を商事目的

で使用することはできません。Acuity Law は、本資料の情報に不正確または不完全な内容が意図せず、もしくはその他のいか

なる理由により含まれている場合に発生し得る損害・損失についても、一切の責任を負わないものとします。 

 

ご質問やその他追加での情報をご希望の場合は、jd@acuitylaw.co.inまでお気軽にお問い合わせください。 

 

http://www.acuitylaw.co.in/
mailto:jd@acuitylaw.co.in

	1. 商事紛争とは？
	2. 商事裁判所の管轄は？
	3. 商事紛争における特定価値はどのようにして決定されますか？
	4. 法律上、商事裁判所はどのように規定されていますか？
	5. 高等裁判所における通常の原始民事管轄権とは？
	6. 訴訟開始前の調停申請は、法律で義務付けられているのですか？
	7. 調停を開始する際の手続は？
	8. 調停のプロセスは？
	9. 調停人が遵守すべき法律上の倫理的ガイドラインは？
	10. 商事裁判所が商事紛争を扱う際の手続は？
	11. 商事裁判所の裁定に対する上訴手続は、いつ、どのようにして行うのですか？
	12. 商事上訴裁判所とは？
	13. 商事裁判所での中間命令に対して、民事上の修正申請や申立ては可能ですか？
	14. データの収集・開示の手続は？
	15. 略式判決とは？
	16. ケースマネジメントヒアリングとは？

